
１．本来の市場原理と市場原理主義批判

１．１ 市場原理とは何か？
２００８年１０月２３日、米連邦準備制度理事会の

議長を１８年勤め、好景気時代に金融政策のマ

エストロと称賛されたアラン・グリーンスパ
ン氏が謝罪した。９月に発生した米国発金融
危機の元になったバブルを防げなかったこと
を公聴会で追及されてのことだ。在任中規制
緩和を促進する等、市場経済の機能をとくに
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Thesubprimecrisissurfacedatspringin２００７developedintotheglobalfinancialcrisiswhichbe-
ginsfromtheU.S.inSeptember,２００８.Expansionofthecrisishasbeenrecognizedasaproblem
whichtheglobalfinancialsysteminvolves,inwhichcapitalmovesfreelyacrosstheborder.Now,each

countryareacceleratingintroducingregulationintoafinancialmarket.Theeconomyofthecountries

whichhavegrownbytheprincipleoffreemarketcompetitionhasgreetedtheturningpoint.And

then,manycriticismabout“themarketfundamentalism”areshownintheUS.,EU.andJapan.How

shouldweconsideritshisitoryandtheproblem?

抄 録

２００７年春に表面化した欧米のサブプライム危機は、２００８年９月米国を震源とする世界的金融
危機に発展した。危機の拡大は、資本が国境を越えて自由に移動する現在の国際経済体制がは
らむ問題として、改めて認識された。同時に各国では、金融に一定の規制を加える方向での動
きが加速している。市場の競争原理によって成長してきた各国の経済が転換点を迎えている。
そして、日米欧ともに市場原理主義に対する批判的見解が多く提示されている。我々はこの問
題をどう考えるべきか。歴史とともに考える。
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信頼した姿勢をとっており、部分的にではあ
るがこれを誤りと認めた。「市場原理主義」
への批判はここへ来て激しさを増した。
日本ではこの危機に先立ち、二年ほど前か

ら「市場原理主義」への批判が目立っている。
ただ、論者によって想定する対象の違うこと
が推測されたり、「市場原理主義」と言うべ
きではなく、単に個別の規制緩和を問題にし
ているとしか思えないものもある。市場経済
に対し質の悪い仮面を仕立て上げ、それを批
判攻撃していると見られる言論もある。ここ
では、少しく整理をし、検討を加えておきた
い。
そもそも、本来経済学が口にする①「市場

（競争）原理」と、②（経済論壇で言う）「市
場原理主義」の間には、誤解を生みやすい部
分がある。①の使用例は、「一般財の価格は、
市場原理に従って決定されるが、公共財など
の価格は必ずしもそうではない。…」などと
言う場合に相当する。この場合の「市場原理
に従う」は、「市場メカニズム」＝「価格競争
メカニズム」の作用に、財サービスの価格や
取引数量、雇用ひいては企業の消長をも委ね
ることと同義である。「市場の原理にした
がって」とは、「市場の指し示す数字を信号
として、消費者や企業、政府が行動する。」
ということである。この言葉には、使い方で
はほぼ同義と見られる「競争原理」という亜
種も存在する。この場合の「競争」とは、経
済学的には市場取引における「価格競争」と
理解できるが、『教育に競争原理を導入する
のはいかがなものか』と言うような使い方を
する人々は、経済学の「競争」ではない普通
名詞としての競争をイメージしていて、価格
の部分は意識にないものと想像できる。
一方、経済論壇で数種類の人物群が攻撃を

行っている対象は、文言上②の「市場原理主
義」というものである。この場合は宗教上の
「原理主義」つまり、「キリスト教原理主義」
や「イスラム原理主義」などと同じような使

い方と見られる。自らの非難の対象者が、”
市場を絶対”と見ているであろうから、論者
たちはそれを「市場・原理主義」と名付け、
相手を「市場原理主義者」と呼んでいるので
ある。

１．２ ソロス・榊原の「市場原理主義」と
経済学の市場原理

市場原理主義と言う言葉が世に出たのは、
元々は、１９９８年にジョージ・ソロスがその著
作１）で、“MarketFundamentalism”と言う言
葉を使った頃とされる。”経済の全てを市場
に委ねれば社会の繁栄と公正が約束される。
市場への干渉は社会的幸福の減少をもたら
す。”といった考えが「市場原理主義」と見ら
れるが、著名な投資家ソロスはこれを批判し
たわけである。日本では、榊原英資がソロス
に先立ってこの言葉を提示している２）。
資源配分上の効率性つまり「生産とそれを

通じる財サービスの豊かさ」と言う意味での
『繁栄』は、前節①の示す価格の働きにより
市場がもたらしてくれる。しかし、所得分配
上の不平等解消を『公平さfairness』ととらえ
るなら、それは市場原理ではもたらされな
い。これは、現代経済学での共通認識であ
る。立法や行政など公的な力と政策、あるい
は規制もなければ、少なくとも経済的公平性
は達成されないはずだ。これが、とりわけ厚
生経済学理解の大前提である。
ここでは、問題あるものとして、当然①で

はなく②の理解を想定する。つまり、メディ
アなどで批判されている「原理主義」は、「経
済取引（その財の価格と取引量）やそれにか
かわる事柄の決定を、すべてにおいて市場価
格による調整メカニズムに委ねること、そし
てその結果が経済運営上（主に資源配分上）
常に（効率性だけでなく公平性の見地から
も）望ましいと考える立場。また、その考え
方に則って、社会経済上の仕組みを構築運営
せんとする立場」と考える。グローバルな視
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点を加えれば、「市場原理というシステムを
遍く世界中のあらゆる経済、社会の決定に適
用し、またその採用を国境を越えて求めるべ
く圧力を各国に加える立場」と表現すること
もできよう。

２．歴史的展開：“レッセフェール”の復
興

２．１ ケインズ主義”の台頭と後退
まず、歴史を見ておこう。第二次大戦後、

米国の産業経済は大戦前から続いて自動車や
航空機等の大企業を中心とし、オートメー
ションを駆使した大量生産で世界の先頭を
切っていた。消費経済もこれに対応して、大
量消費の時代を迎えていた。いわゆる
“フォーディズム”３）と言う言葉で代表される
産業構造である。この構造は、ルーズベルト
のニューディール以後導入されたケインズ的
公共投資支出政策と整合的なものでもあっ
た。ヘンリー・フォードの逸話にもあるよう
に、労働の使用者である企業が従業員に高い
給料を払えば、それが大量の需要という形で
企業に還ってきて、それがさらなる大量生産
を引き起こし、生産がさらに向上するという
ものだ。そのきっかけを政府財政が作るべき
だとというのがケインズ的政策である。
難解なケインズの原著を現在のテキストに

あるように定式化したのは、米国ケインジア
ンすなわちL.R.クラインやA.H.ハンセンで
あった。このケインズ主義的政策観は、ジョ
ンF.ケネディ大統領や「偉大な社会」演説の
リンドンB.ジョンソン大統領のころまでは、
高福祉政策とともに米国の経済社会を成長さ
せ安定させる政策として確固たる地位を築く
かに見えた。経済学のテキストでは、クライ
ン・ハンセン時代以降発展したケインズ的マ
クロ経済理論と貨幣市場論、これに新古典派
の市場機構理解を組み合わせた「新古典派総
合」あるいは「ニューエコノミックス」とよ

ばれた内容が、これに相当する。ケネディの
スタッフとなったJ.トービンや「新古典派総
合」を広めたP.Aサミュエルソンらがその代
表である。
しかし、ケネディによって始まったインド

シナ紛争への介入が、ベトナム戦争へと本格
化し、軍事支出による莫大なドルの世界経済
への流出をもたらし、日本や西ドイツの
キャッチアップによる国際競争力の低下で貿
易赤字の増大が起こり、さらに１９７３年秋から
の石油価格の高騰（第一次石油危機）に端を
発するインフレーションが、悩める米国経済
に追い打ちをかけた。しかもこのインフレー
ションは景気後退や不況の時にもしぶとく
残った。ケインズ経済学的枠組みでは不況の
時物価が上昇するという発想は出て来にく
い。このインフレと景気停滞（スタグネー
ション）の併存をスタグフレーションと呼
び、累積する米国政府の赤字とともに、ケイ
ンズ経済学の枠組みでは解決困難という見解
が優勢となった。

２．２ ケインズ政策批判から再びの“自由
主義”へ

この①スタグフレーションや②国際競争力
低下と貿易赤字、④ドルの信任性の低下、⑤
財政赤字、等々の状況が重なり、政策の主流
であった米国ケインジアンの経済学は批判を
浴びた。当然この頃から、ケインズ的財政支
出主導の経済政策に疑問が提示されるように
なった。「大きな政府」というのはまずいの
ではないか。財政支出による経済の安定や成
長の達成は、国家財政の赤字累積やドル価値
の下落など副作用が大きく、その割りには輸
出などにも貢献せず、米国の世界経済での地
位は落ちるばかりではないか。このような批
判が主流であったケインズ主義的政策や新古
典派総合に向けられだしたのが、１９７０年代後
半であった。クラインやハンセン、サミュエ
ルソンに代表される、米国ケインジアンの
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「新古典派総合」は、通常の市場経済の運行
の中にケインズモデルを取り込んだものであ
る。しかし、本来ケインズは市場の機能に不
信をもつ立場であったので、攻撃はジョーン
V.ロビンソン４）など英国ケインジアンからも
あった。政治的にはジョンソンの後を受け継
いだ共和党のニクソン大統領、フォード大統
領の共和党政権下で米国はベトナム戦争の泥
沼から抜け出すことになったが、世界経済で
の相対的地位の低下は引き続いた。次の民主
党カーター大統領もその延長上にいた。この
間ソビエト連邦の軍事力は最高潮を迎えその
一方での米国の政治的経済的もたつきが目
立った。これらが米国民全体に、政治の保守
化をもたらしたと言われる５）。
１９８０年代、政権交代を機に米国や英国で経

済政策の基本思想がケインズ的なものから、
新しい自由主義的なものに転換された。批判
や抵抗も多かったが、それでも公的部門への
介入を重視する米国型ケインズ的政策に変
わって、ミルトン・フリードマンの新自由主
義的政策が取って代わった。「大きな政府」
から「小さな政府」への転換と言われた。
カーターを破った共和党のロナルド・レーガ
ン大統領がきっかけになった。レーガン政権
の経済政策つまりレーガノミックスは、それ
まで４０年近く支配的であったケインズ主義的
政策スタンスから一転して、福祉など国家の
介入より市場機構の自由な運行を重視する
「新自由主義」と呼ばれる立場に基づく政策
群であった６）。産業構造の観点から、自動車
産業など製造系大企業中心の経済から現在の
ような金融系企業が主導する経済に転換した
のはこのときだとする意見７）もあるほどだ。
その考えに沿って言えば、このレーガン期の
転換こそが結果として、今回の金融経済破綻
へと続く一連の流れを作ったとも言える。
レーガン期以降、民主党クリントン政権時
（貿易や福祉政策での変化はあるものの）も
含め、基本的に米国国内の規制緩和や減税、

他国に対する金融市場開放要求など自由主義
的スタンスは変わっていないからである。

２．３ 新自由主義とグローバリゼーション
「市場原理主義」は、８０年代以降のレーガ
ン政権や、それを支えた自由主義を掲げる学
者たちを含めた「新自由主義」と呼ばれる思
潮の根底である。これは新古典派経済学の市
場理論を前提とする。各市場での自由な価格
の動きに任せておけば、労働や資本（機械設
備や住宅、在庫品）などの生産要素は最も効
率の良い生産プロセスに配分され、生産物は
最もその品物を高く評価してくれる消費者の
もとに届く。つまり経済社会全体としては、
資源を最も効率よく使い、最大の満足を得て
いるのであるから、これには誰も反対できな
いであろう。これが、枝葉を切り払って極く
簡単に表現した「新古典派経済学」の市場分
析（厚生経済学）の市場評価である。現在世
界中の大学で講義されている伝統的ミクロ経
済学の市場観である。
その議論を政策論上の象徴を用いて「小さ

な政府」論と呼ぶが、これと「市場原理主義」
をほぼ同義、特に実効上同義と見ている人も
多いようだ。フリードマンに代表される論者
たちは以下の如くに言う。「政府や中央銀行
の政策上の主な仕事は、財政や金融で何か経
済に仕掛けることではない。ミクロ経済では
円滑な市場の運行を邪魔する規制などを取り
除き、独占や寡占を排除するなどして価格競
争や技術競争を促し、マクロ政策では通貨供
給量変動率や物価上昇率くらいに目を光らせ
ておくべきだ。」という立場である。彼らは
通貨供給量を監視すべきとする主張から“マ
ネタリスト”の名でも呼ばれ、小さな政府論
者はこれとほぼ同一視される。労働に関して
も市場原理を重視し、労働需要と労働供給の
自由な動き、つまり競争の中で賃金が決まる
べきであり、より良くより多く働く者に多く
の報酬が行き、企業も個人も怠け者は労働市

筑波学院大学紀要４ ２００９

―１６―



場から淘汰されるのは当然と考える。かくし
て、新自由主義者、マネタリストは人々から
労働のインセンティブを奪う過大な福祉予算
などは経済に有害であるとし、財政赤字削減
の必要性を訴える声とあいまって、それまで
の高福祉国家のあり方を再考させる論陣を
張った。

２．４ レーガノミックスとサッチャリズム
この思想を具現化したものがレーガノミッ

クスである。この頃米国では経済だけでな
く、政治的文化的にも急激な保守化の波が所
得中流以下の階層に押し寄せていた。これを
「保守化ムーブメント」８）と言う。その中で大
統領になったロナルド・レーガンはそれまで
の大きな政府、すなわちケインズ的政策、福
祉国家指向の政策を一転させた。
レーガノミックスの特徴をあげると、次の

ようになる。
（１）自由競争、自由貿易重視を基本にして、
国民に労働意欲の惹起、自助努力、貯蓄の増
加を求め、福祉予算を削減し、減税を行う。
（２）企業への規制を緩和し、生産効率の向
上を期待して投資減税を行う９）。

（３）M.フリードマンなどマネタリスト的な
スタンスでマネーサプライの伸びを監視規制
し、インフレーション抑制重視のマクロ経済
政策を行う。
（４）ソビエト連邦との緊張緩和路線を捨て、
対決路線をとり、戦略防衛構想（“スター
ウォーズ計画”）など、軍備予算の拡大充実
を行った。
つまりレーガノミクスは、マクロ経済では

マネタリスト、加えて生産側を重視するいわ
ゆるサプライサイドエコノミックス、対ソビ
エト強硬路線の軍備支出増大、この三者の複
合と見ることが出来る。
一方、英国では保守党のマーガレット・

サッチャー首相が登場し、英国経済に荒療治
を行った。当時英国は「大きな政府」の政策

スタンスの下規制が多く、産業の一部は国有
化され、保護政策により貿易上の競争力も低
下し「英国病」とまで揶揄されていた。一方
で高福祉政策を継続し、財政赤字は拡大して
いた。サッチャーはこれに「規制緩和」「国営
企業の民営化」「福祉教育費の削減」などの政
策で答えた。また、とくに英国の主要産業で
あるシティなどの金融について「金融ビッグ
バン」と呼ばれる大幅な規制緩和を行って、
海外から英国金融界への資本の流入を促し
た。国全体としての生産力向上を重視した
が、一方で所得格差などは広がった。
ところで、次に示す“ワシントンコンセン

サス”はこの自由主義的思考を、国境を越え
て世界に遍く広めるべきとする立場をプログ
ラム化したものである。”世界中のあらゆる
経済で様々な規制を撤廃するべきで、これに
より人、モノ、カネ（資金）がどこにでも自
由に流れ、結果世界中の生産性と消費者の厚
生が高まり、互いに豊かになり、経済の諸問
題解決にも有効である。”すなわち規制の撤
廃で、国境を越えたレベルでも自由な市場活
動がなされれば、価格機構の働きで効率的資
源配分が達成され、関係国国民の”総体”と
しての経済的厚生水準は上がる”と言う理屈
である。

２．５ 自由化提言戦略ーワシントン・コン
センサスー

レーガン・サッチャーに見られる経済政策
の反ケインズ的、自由市場重視の大転換のな
かで、貿易や資本移動に関しても、この新手
の自由主義的な姿勢は貫かれた。とくに、こ
の新自由主義の広がりに重要な役割を果たし
たのは、“ワシントンコンセンサス”と後に
呼ばれる自由主義的な合意事項であった。
ワシントンコンセンサス”はP.クルーグマ

ンや世界銀行の副総裁も務めたJ.E.スティグ
リッツ１０）の指摘によっても著名になった。
もともと発展途上国や中南米諸国の累積債務
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問題や経済混乱にIMF（国際通貨基金）、世
界銀行が対処する中で確立された。自由主義
的、自由貿易主義的経済運営方針を羅列した
１０項目ほどの内容である。旧ソビエトの崩壊
など共産圏の崩壊で経済への国家介入政策の
権威が凋落し、世界には自由主義の雄、レー
ガン・ブッシュの米国が唯一の超大国として
残った。従って経済的に困難な国々に対して
は、米国と同じようなスタンスで経済を運営
して行けば困難は収束し、いずれ米国と同じ
ように豊かになれるという教義のみが残され
たのであった。
具体的には①補助金のカットなど財政赤字

解消のための緊縮財政、②課税対象を広く薄
くし税率引き下げを行う、③貿易の自由化、
④金融市場の開放とくに短期資本移動の自由
化、⑤金利の自由化、⑥直接投資の自由化、
⑦公営企業の民営化、⑧国際的M&A等が自
由に出来るための様々な規制緩和、⑨所有権
法の確立変革、⑩適切な為替レートの維持、
などの内容である。つまり、小さな政府、規
制緩和、民営化、市場とくに金融市場の解放
という言葉に集約される内容である。これは
後の小泉構造改革とほぼ同一路線である。
しかし、とくにIMFの指導に従った当時

の経済困難国の国民にとって、これら政策の
評価はどうであったろうか。ソビエト崩壊後
のロシアではIMFの勧告に従った経済政策
がとられ、共産主義経済から極端な自由主義
経済化が強行され、GDPの縮小や失業の増
加など混乱が続いた。この経済混乱が収まっ
たのはプーチンが登場してからだった。その
間の非富裕層の苦難は報じられたとおりであ
る。ロシアでは当時発生し始めた経済格差が
さらに広がり、現プーチン体制下の”復活し
たロシア経済”でも依然問題になっている。
１９９７年の東アジア経済危機では、韓国、タ

イなどもIMFの推奨する自由化政策を採ら
ざるを得なかった。韓国では、自由化を受け
入れる一方で、さらに政府により財閥間で産

業部門別割り当てや統廃合が行われるなど荒
療治がとられた。混乱は急速に収まったが国
民の犠牲的貢献があってのことである１１）。

２．６ グローバリズム
自由市場主義者にとってその政策を国際経

済に拡張しない理由はない。とくに財サービ
スや資金（企業）の自由な移動、拡張、活動、
を保証すべきだという立場をグローバリズム
と呼ぶ。また、企業などの世界的な展開など
をグローバリゼーションと呼ぶ。これに反対
するのが「反グローバリゼーション運動」す
なわち、サミット会場などの大きな経済関係
会議の周辺で毎回、激烈な反対運動が展開さ
れるもので、これはよく知られている。
効率的資源配分が国境を越えて実現し、多

国間で生産や消費がトータルで最大効率の最
大満足の状態になると新古典派経済モデルは
言っている１２）。しかし、ミクロ経済学や厚
生経済学の教科書に、断り書きも載っている
はずだ。この自由市場経済の効率性を評価す
る場合、所得分配の平等性という別の観点か
らの評価は入っていない。不平等の是正は立
法、行政の判断で財政などを通じて各国が行
えば良いというのがこの立場である。
新古典派経済学は、あくまで資源配分の効

率性のみの限定的評価のうえで自由競争市場
経済の優位点を指摘しているのであって、市
場機構万能論を言っているのではない。所得
の分配のことは何も言っていないのである。
人々の所得格差や、その拡大による社会の不
安定などは政治にお任せしますと言っている
のである。よって例えばソロス（１９９９）が指
摘するように、市場原理優位論の国際経済へ
の単純な適用、他国への押しつけに際して、
公正な分配まで市場の力で可能である、と言
い切っている論者がいれば、それは新古典派
理論の甚だしい誤用となる。
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３．日本の自由主義政策と「市場原理主
義」への方向転換

３．１ 中曽根から橋本、小泉へ
レーガン、サッチャーによる自由主義路線

への大転換期に、日本でも中曽根康弘が登場
し、それまでの自民党内閣とはやや異なった
政治経済路線をとることとなった。歴史的に
振り返ってみると財政において公共事業の占
める地位は、後の小泉内閣時と比べれば、見
直しと言うほどの転換はなされなかったが、
初めて「行政改革」と言う言葉が大きく登場
し、行政機構のムダという発想が表に現れた
時期でもあった。また、膨大な累積赤字をた
め込んだ国有鉄道を公共部門から切り離すこ
とや日本航空の完全民営化等を行った。同様
に、専売公社、電信電話公社を、それぞれ
NTT、JT等へと民営化することを成し遂げ
た。批判や抵抗は大きかったが、これは日本
経済にとっては大きな節目となった。
橋本龍太郎内閣は、「財政構造改革」で財

政赤字削減に挑み、消費税の税率アップを実
行したが、不況への引き金となったというこ
とで批判を浴びることになる。一方で、「行
政改革」で２２省庁を半分近くに整理する道に
糸口を付け、「経済構造改革」に加え「金融シ
ステム改革」を訴え、英国のサッチャー政権
による金融の「ビッグバン」にならい日本版
「金融ビッグバン」を実施し、それまで大蔵
省（橋本内閣時に財務省に名称変更決定）の
規制行政が主軸であった金融部門の大幅な自
由化、市場化を行った。
新自由主義やグローバリゼーションの波に

乗るということでは、この橋本内閣の金融
ビッグバンは日本にとっての端緒となった事
柄である。そこではキーワードとして①フ
リー、②フェア、③グローバルの三つが掲げ
られた。まさにグローバルで自由な資本移動
を標榜する言葉が並んでいる。これによっ
て、外貨預金（外為法改正）、ネット証券取

引、投資信託の銀行窓口での販売（業務分野
規制撤廃）、金融持ち株会社の合法化（独占
禁止法）、ペイオフ解禁、証券総合口座等が
導入されることとなった。
中曽根内閣の行政改革と国営企業民営化は

まだバブル経済の時期に実行されたが、橋本
の金融ビッグバンは「平成大不況」のただ中
であった。その後も不況は収まらず、日本の
経済低調時代は続いた。結果的にはその最後
半に不況を打開するという目的で、自由主義
改革路線を標榜する小泉純一郎内閣が登場し
た。

３．２ 小泉－竹中構造改革とポスト小泉
小泉とその中心的経済閣僚、竹中平蔵の掲

げた政策の柱は「聖域無き構造改革」であっ
た。その思想はやはり「小さな政府と経済の
自由化規制緩和」で、アメリカ政府から出さ
れた『規制撤廃および競争政策に関する日米
間の強化されたイニシアティブに基づく米国
政府年次改革要望書』と歩調を合わせるとも
言われる１３）。その中身は（１）「民間出来る
ことは民間に」、（２）”地方に出来ることは
地方に”の「三位一体改革」（３）その他の
規制緩和、にまとめられる。
（１）は郵政民営化、道路公団民営化、政
策金融機関の整理統合、競争入札の推進、公
共施設運営の民間委託推進、などが大きな案
件であった。（２）は国庫からの補助支出金
の廃止削減、地方交付税交付金の改革削減、
地方への税源移譲など税源配分の見直しから
なる。いずれも国と地方の関係に関わるもの
である。とくに郵政では、郵政公社が２００７年
に「日本郵便株式会社」になり、道路公団は
２００５年にネクスコなどに分割され、政策金融
機関は２００８年に日本政策金融公庫（特殊会
社）に統合された。
小泉内閣以後、平成１８年には安倍、１９年に

は福田内閣が誕生しそれぞれ１年しか活動し
なかったが、良し悪しの評価はともかく、小
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泉内閣のような強い自由主義的改革意志は持
たずに終わってしまった。また政治的には、
小泉時代退潮にあった郵政民営化反対提唱者
たちの“復活”が報じられている。

４．２００８年金融危機

４．１ グローバル資本移動の転換点
２００８年９月、米国四大証券のひとつリーマ

ン・ブラザーズが破綻した。原因は前年春か
ら続いている、いわゆるサブプライム・ロー
ン関連証券などによる損失をしのぐ体力がな
かった事が理由と言われる１４）。

今回の一件によって、自由な市場によるシ
ステムはリスクを評価できないことが暴露さ
れてしまった。これまで余り意識されなかっ
た自由市場の欠陥であろう。さらにレバレッ
ジをかける等して拡大した信用膨張の大きさ
も計測出来ないのである。それは、通貨当局
が真に事態を把握できていないことを意味す
る。破綻はこのリスク商品を買ったEUの銀
行を危機に陥れ、米国以下の株式市場で
（２００８年１０月中旬の今）、株価下落が続いてい
る。欧州ではかつて銀行危機の際日本が行っ
た中央銀行の多額の資金提供、公的資金から
の金融機関へ大がかりな救済、そして最終的
には、日本でも竹中による不良債権対策とし
て行われた資本の強制注入が行われようとし
ている。米国も追随せざるを得ない状況に
なっている。
そもそも、公的資金を金融機関の救済など

の目的で使うこと自体、反市場的な発想であ
る。米国では、税金の金融機関救済目的の使
用に反発する人々の声が報じられている。ま
た、このような事態を招いたサブプライム関
連商品を開発した金融界、その素ともなった
住宅バブルを見過ごしたかつてのFRB幹部
に批判の声が集中している１５）。なかでも国
境を越えてサブプライム商品を多く買ってい
たと思われる欧州からは、自由な（短期の）

資本移動を含む金融取引を野放図に推奨して
きた新自由主義思想、グローバル資本主義、
その根底を成す市場原理主義に批判の声が上
がっている。これは事態の推移からして当然
のことである。
今回の事態を招いた商品の開発販売にかか

わった金融機関とりわけ投資銀行などに規制
が必要との声は、０７年春夏のサブプライム問
題発覚時にはすでに、米英以外の政府からは
出てはいた。“少額の資金でレバレッジをか
ける。”あるいは「株式の空売り」等、すなわ
ち自己資金の何倍もの借金でリスク商品を取
引できること。そのようなことがむやみに出
来ないようすること等である。しかし、１年
ほど米国英国とも規制の必要を認めずに来て
今回の危機に至った。そもそも、本来は市場
原理主義の問題と言うより、その中での金融
活動の規制レベルの問題であった。そこをゴ
リ押しして、規制論に耳を貸さなかった米
国、英国に問題があったことは確かである。
今回ついに、とくにリーマンブラザーズ破

綻以後、問題の中心米国自身が規制に向かう
方針を表明し、問題解決にあたって外国の協
力を仰ぎ、米国内では金融機関への資本の強
制注入まで行うことになった。そのためひと
まず“野放図なグローバル資本主義”にブ
レーキをかけるという点で、G８はじめとす
る世界主要国の合意はできたものと思われ
る。

４．２ 日本の実物経済への影響
影響という点では、日本の金融機関もサブ

プライム関連商品による損失を出している。
まだ確定段階ではないが、欧州の金融機関に
比べれば損失は軽いという報じられ方をして
いる。その一方、次のような影響が考えられ
る。
（１）米国経済の減速低迷により、輸出にブ
レーキがかかり成長、実物経済にマイナス。
（２）米国の消費、輸入低迷が中国や他国に
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波及し、日本から各国への輸出が減少。
（３）ドル、ユーロ等の下落で相対的に円高
となり、輸出にはブレーキがかかり、輸出産
業の利益も円高差損で減殺され、国民所得ひ
いては消費に悪影響。
（４）株式相場、不動産価格の下落による逆
資産効果。
（５）米国金融危機以前からあった日本の不
動産市場の不振が、金融系外国資本の撤退、
縮小で加速。
（６）小泉政権時に持ち直したはずの成長率
もここへ来ての腰折れで、疲弊した地域や低
所得層に回る可能性があった（予算や補助金
も含めた）経済的恩恵のトリックルダウンが
期待できなくなり、さらに格差感が増すこと
が予想される１６）。
０８年１０月中旬現在、現麻生太郎内閣はこの

ような事態に対し、１兆８０８１億円の補正予算
を国会に提案し、議案は両院で可決された。
また、２兆円の財政支出が提起されている。
しかし上記効果が当面継続すると見られるの
で、今後どれほどの景気落ち込みになるか予
断を許さない。

５．市場原理主義批判と現実

５．１ 市場経済以外の選択肢
日本では小泉政権当時から規制緩和や民営

化、とりわけ郵政三事業の民営化には反対の
声が存在した。また、外国資本の活動に対し
ても、その法理性や動機はともかく反発や非
難、それを許す制度や行政への批判は報じら
れた。このような場合、言論を通じての批判
では、直接「小泉構造改革」や「規制緩和」
の総論各論への批判とともに、それらの根底
に存在すると“批判者たち”が認定する「市
場原理主義」への批判、そしてそれを排除せ
よとの意見が伴う。その際、必ずしもソロス
が言うようなファンダメンタリズムとしての
「市場原理主義」、とくにグローバルな資金の

自由行動を認めると言う意味での「原理主
義」なのか、単に市場競争の「行き過ぎ」を
批判しているのか、それとも、市場での価格
競争が経済活動の基本であること自体にク
レームを付けているのか曖昧である。
日本経済の基本は、市場の価格競争にあっ

たはずである。様々な規制や公的機関の介
入、経済政策、自由に対する数多くの例外措
置は必要な限り存在してきたが、基本は市場
原理によって運行されてきたことは間違いな
い。学問的にも（厚生経済学）、経験的にも、
市場経済による生産要素も含めや財サービス
の配分について、それ以上の効率はないと言
うのが我々の基本的理解であったはずだ。
では、”彼ら”は何をせよといっているのだ

ろうか。外国の投資資金の行動自由を法律で
規制せよと言うのか。公正取引委員会は別と
して、M＆Aには公的機関の許認可で網を掛
けろと言っているのだろうか。民営化した郵
政事業を、再び公営化せよと言っているのだ
ろうか。等々、非市場的方法を導入せよと言
う声の種類だけは多数多様である。しかし、
多くの場合、市場原理によって生きている日
本の経済を全否定するものはいないだろう。
多くは、自分が主張する領域だけは別と考え
ているようである。

５．２ 改良主義
今回０８年９月の金融危機を受けて、それま

でリスクのある金融商品やファンドの活動へ
の規制に消極的だった米国や英国も、新たな
規制の制定を認めることになった。一方で、
大方の国境を越えた金融活動に、基本的な自
由は残されており、またそれが否定されるこ
とは今後もありえない。また国内での個々の
経済活動についても、規制が解除されてきた
経緯が逆回転することは考えにくい。
このように、現実の経済運営は、市場原理

による運行を基本としながら、リスクの高い
こと、一般的不正の温床になりそうなこと、
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官僚や一部の利益団体の不当な権益に関わる
事項や国益に反する事項などについて、これ
らすべてについて監視を繰り返して行くしか
方法がない。最終的には立法府が更にその上
から監視とチェックを行ってゆくしかない。
また反対に、教育のような明らかに市場原

理のみの視点では運営に問題がある分野にお
いては、「価格競争」ではないと言う意味で
市場の議論からははみ出している「競争」が
ある。これを強要するような状況には、早急
に見直しを行うべきだろう。ただ、それは選
挙を通じた議会を通じて国民がコントロール
するほかに手がない。手遅れの可能性もあ
る。

５．３ 政治性の過小評価とアメリカニズム
市場原理主義、あるいはグローバル資本主

義の有様については、もうひとつ別次元の問
題が存在することを指摘しておきたい。それ
はアメリカニズムと切り離せないのではない
かということである。結局、市場原理が世界
に広まったのは国際政治の観点から言えば、
はじめに英国、次いで米国の影響力による貢
献が大きいことは間違いない。無論、米英西
欧以外の各国が最終的には、近代市場経済の
メリットや自由資本主義による企業社会の効
率性を認めたから今日のグローバル経済があ
るのだが、その“布教”に彼らの果たした役
割は小さくない。日本の例を見れば、幕末の
開国つまり近代国際貿易への参加強要から始
まり、第二次大戦後の経済開国つまり貿易や
資本の自由化について、良し悪しはともか
く、米国の“忠告”や“圧力”または“恫喝”
の果たした役割は大きい。その時の米国の行
動には覇権主義のほかにも、宗教的な感覚か
らくるであろうお節介な利他主義、その根底
にあるアメリカニズムがあるだろうことは想
像できる１７）。

国際貿易での市場原理と対処し、グローバ
ル資本主義での金融資本の自由な活動に監視

や規制を加えるとき、現実問題として米国と
の間で政治的、文化的問題を解かねばならな
いということはどの国でも経験している。金
融危機後のこれからも多分継続することだろ
う。この点は経済交渉の表で議論できない可
能性が高い分だけ厄介である。そして、例え
ば「日本には長く食肉の習慣はなかった。」等
と言っても牛肉の輸入を拒否できないよう
に、非経済領域的理由をもって、経済交渉全
般を拒否できないのである。従って、この市
場原理主義の問題で、政治的文化的問題つま
り、非経済的領域の関連を軽視することも、
現実には危険である１８）。

６．まとめ

（１）市場原理の広範な経済への適用や資
本のグローバリゼーションは依然必要である
が、社会の非経済的部分（伝統、文化、習
慣、一般生活）に対する影響を十分に考慮し
て適用されるべきである。伝統的な新古典派
経済学の競争市場論は、純粋な資源配分シス
テム論であり、その実践が社会生活にたてる
波風をいちいち考慮していない。しかし、よ
り多くの人々を総体として豊かにするには、
自由な市場という方法を用いる以上のシステ
ムは見つかっていない。自由主義的政策は運
用の仕方が問題で、とくに公正な分配や、金
融市場の安定性確保ということについては通
常の運用では保障されていないとみるべきで
ある。それをチェックするのが民主主義的議
会やメディアの役割である。非経済的部分か
ら市場原理への理不尽な攻撃にも注意すべき
で、それを最終的にバランスさせるのは議会
やメディアの上に立つその国の国民である。
（２）市場の力は万能であるとして、資源
配分から所得の分配ひいてはそれが作り出す
社会的影響まで含めて、すべて市場の価格競
争システムにゆだね、その結果を受け入れる
べきだというのが市場原理主義である。その
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地球規模つまりグローバルな適用に多くの反
感と懸念が寄せられていることは事実であ
る。とくにその推進者である米国の圧力に対
する批判は、海外ばかりでなく米国内の有力
な識者からも出ている。とくに２００８年９月の
世界金融危機は、イラク政策への批判ともあ
いまってそれを加速させる可能性がある。
（３）新古典派の経済学は純粋な経済モデ
ルによって、資源配分と効率性を論じただけ
であるのに、いつのまにか英国や米国の国際
戦略の柱を担い、米国などとは違った様々な
フェーズの諸国への圧力となってしまった。
また、今回の金融危機はこれまでの米国への
貯蓄資金の流れを逆流させ、経済的な側面か
ら、政治的局面を変化させる可能性があり、
ある意味での危険を孕むことを考慮しなけれ
ばならない。
（４）市場原理の透徹は時として、周辺の
社会システム（人的組織、地域、生活様式や
文化も含めて）を破壊したり、大きな影響を
与えることがある。それが全ての人々に悪い
影響を与えるとは限らないが、それも含めど
のような影響があるのか詳細な検討はまと
まっていない。ただ、”市場原理主義者”とそ
の守護神であるアメリカは、あまりにも強く
各国に市場原理での経済運営を押しつけ過ぎ
た可能性がある。
（５）日本での市場原理主義批判は、時と

して対象が曖昧で、そのため批判本来の目的
が果たせてないとしか思えない場合も多い。
現実には個別のケアというレベルで緻密に対
応するしかないが、国民には批判派、擁護派
双方を監視する必要がある。また教育の競争
（大学間の競争、個人間の成績競争）を安易
に経済的な競争と同一視することは危険であ
る。
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注

１）ソロス（１９９９）p.１９７-p.２００他参照。近年ソロ

スは、グローバル資本主義の有り様に厳しい

批判を繰り返している。道徳的批判の他、と

くに金融資本の本質的不安定さを指摘する。

また、米ブッシュ政権への批判も同様である。

なお、クルーグマン（１９９８）の巻末付録に、

１９９７年５月にあったソロスとクルーグマンの

対論が収録されている。

２）榊原英資もソロス同様、グローバル金融資本

への厳しい批判を行っている。言葉発案の経

緯に関しては、榊原英資のソロス（１９９９）巻末

での解説参照。

３）自動車製造企業の草分け、米国のフォードに

ちなんでこのように呼ばれる。

４）ジョーンV.ロビンソン女史はケインズの高弟

だが、市場経済への理解度についてはケイン

ズ自身より厳しく、その点はケインズからも

批判を浴びたことがある。とくに晩年は、ケ

インジアンというより社会主義的スタンスに

近かった。

５）カーター政権時、イラン駐在米国大使館占拠

事件がおこり、ソビエトがアフガニスタンに

侵攻するなど、ベトナム撤退後の米国の政治

的威信も失墜しかけていた。

６）新自由主義という名称で呼ばれるが、基本的

には、ケインズ以前の“レッセ・フェール”と

変わらない。ケインズ時代に細部の技術的な

修正を行ったことと、主導者が米国になった

という点が新たな部分と言える。

７）佐伯啓思（２００８）参照。

８）クルーグマン（２００８）p.７７-p.８９参照。

９）投資減税で生産力を上げることなどを理論面

で支えたのは、当時の大統領経済諮問委員長

であった、マーティン・フェルドシュタイン

らである。

１０）クルーグマン（１９９８）第６章p.１５１-p.１８１、ス

ティグリッツ（２００２）p.３５-p.３９参照。なお、

前者は‘ForeignAffairs’１９９５,July-Augustから

の転載日本語訳である。

１１）スティグリッツ（２００２）参照。とくに、この期

間のIMFの動きは従前と比べると変質してい

るとして厳しく批判している。

１２）国際経済学の教科書における、リカードの

「比較優位」から始まる議論等参照。

１３）この文書は、大使館（米国国務省）のHPから

入手できる公開された公式文書である。参考

文献の米国国務省（２０００）の例他、この報告書

は毎年提示されている。

１４）鈴木則稔（２００８）参照。

１５）フレッケンシュタイン・シーハン（２００８）参

照。

１６）“trickle-down”のことで、経済的恩恵が上層か

ら隅々まで行き渡ることを指す。サッチャリ

ズムで使われた言葉。

１７）クルーグマン（１９９５）が主張するように、経済

問題に“国家間の国際競争力”概念を持ち出す

ことや、戦略的貿易論等ということは、経済

学的にナンセンスであるとしても、どうして

もこれを知らない人々は、アメリカニズムの

ような感情を押さえる事が出来ないのかも知

れない。

１８）本稿ではケインズ以前の経済学について触れ

なかったが、レッセ・フェールの祖とされる

アダム・スミスが、実は現代の「市場原理主

義」やグローバリズムとは逆の立場とさえ言

えるという指摘が、佐伯啓思（１９９９）（p.２２８

他）でなされている。
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